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Abstract: The objective of this study is to investigate of the liquefaction damage of the 2011 off the Pacific coast of Tohoku 

Earthquake. In this paper, the revision method of the N-value is examined by performing hollow cylindrical torsional shear tests on 

sandy soils having non-plastic fines contents. 

 

１． はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震

における液状化被害の特徴の一つとして，東京湾沿岸

の埋立地での噴砂から非塑性細粒土が確認されたこと

が挙げられる。このような背景を踏まえ，本研究では

非塑性細粒土を含む砂の液状化特性を明らかにするこ

とを目的としている。前報その 31)とその 42)では東北

地方太平洋沖地震による液状化被害が発生した地域の

一部において，日本建築学会「建築基礎構造設計指針」
3) (以下，基礎指針)の液状化判定法による地盤の残留

沈下量は過小評価される傾向があると報告した。現行

の基礎指針に基づく液状化による沈下量の推定方法で

は，細粒土を含んだ場合の N 値の補正方法については

明確な根拠がない。以上より，本報その 5 では過小評

価の要因の一つとして，標準貫入試験で得られる N 値

の細粒分含有率に応じた補正方法に着目し，非塑性細

粒土を含む砂に対する繰返し中空ねじりせん断試験結

果を基に，現行の簡易な液状化判定に用いられている

細粒分含有率による N 値の補正方法について検討す

る。 

 

２． 試験概要 

本試験では，粗粒土として，豊浦砂と自然砂である

新潟砂を用いた。また，非塑性細粒土として DL クレ

イ(ρs=2.659g/cm3)を用いた。Fig.1に各試料の粒径加積

曲線を示す。また，試料の物理的性質をTable 1に示し，

試験条件および繰返し中空ねじりせん断試験から得ら

れた液状化強度を Table 2 に示した。ここで定義した

液状化強度 R15は，繰返し回数 15 回でせん断ひずみの

両振幅が 7.5%に達した時のせん断応力比である。ま

た，相対密度 Drは粗粒土のみを考慮したものである。 

供試体は豊浦砂及び新潟砂と DL クレイを所定の質

量で十分に混合した後，JGS 0550 に準拠してドライタ

ンピング法により作製した。供試体は二酸化炭素，脱

気水および背圧で飽和させ，B 値が 0.96 以上であるこ

とを確認した後，有効拘束圧 σ'0を 49kN/m2として等

方圧密を行った。圧密終了後，中空ねじりせん断試験

機により，高精度な荷重載荷システム 4)を用いて正弦

波の一定応力振幅で繰返し載荷を行った。試験はせん

断ひずみがゼロクロスしたことを確認してから終了さ

せた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1：日大理工・学部・建築 2：日大理工・教員・建築 3：日大理工・院・建築 

Fig.1 Grain size distribution of soils samples 

Table 2.Test results 

相対密度 細粒分含有率 液状化強度

Ｄｒ(%) Fc(%) R15
0 0.16

5 0.25
10 0.29
20 0.22
25 0.32
0 0.18
5 0.31
10 0.28

80 0 0.28
0 0.26
5 0.34
10 0.37

試料
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40
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新潟砂 60

土粒子の密度 最大間隙比 最小間隙比

ρ s(g/cm
3) emax emin

豊浦砂 2.631 0.964 0.601

新潟砂 2.692 1.068 0.650

試料

Table 1.Physical properties of samples 
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３． 補正Ｎ値の検討 

基礎指針と道路橋示方書 5)では，液状化判定におい

て対象地盤が細粒分を含んでいる場合は，標準貫入試

験から得られた N 値を補正する(基礎指針：補正 N 

値増分，道路橋示方書：N 値の補正係数)ことになる。

この補正は，細粒分を含んだ地盤では，含まない地盤

に対して液状化抵抗が大きくなることと，細粒分を含

んだ地盤の N 値は，細粒分を含まない砂地盤の N 値

よりも小さな値が得られることを考慮したものである。

Fig.2に基礎指針による補正N値増分(ΔNf)と細粒分含

有率の関係を破線で示す。同図より，現行の基礎指針

における補正 N 値増分は，細粒分含有率に応じた値

をとっている。一方でこれらの値に対して根拠となる

知見は明確に示されていない。 

本報告では，非塑性細粒土による液状化強度の変化

を N 値の補正係数に反映させるために，中空ねじり

せん断試験で得られた非塑性細粒土を含んだ砂の液状

化強度を用いて N値の補正方法を検討する。 

基礎指針における補正Ｎ値(Na)と，液状化抵抗比と

補正Ｎ値(Na)の関係 6)をそれぞれ(1)，(2)式に示す。 
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ここに，N1：換算N値，τl/σ’
0：液状化抵抗比，a， 

n：実験定数，Cr：補正係数，Cs：ひずみ振幅依存する

パラメータである。(2)式にせん断ひずみ振幅 5%に対

応する各パラメータ値を代入し，Table 2 で示した中空

ねじりせん断試験結果から各試験条件での液状化強度

R15 を液状化抵抗比に代入することで Naを算出する。

Fc=0%時のNaを基準値であるN1とし，Fc=5%，10%、

20%，25%それぞれの Na と N1 との差を補正Ｎ値増分

(ΔNf)とした。以上の手順を各試料及び相対密度毎に

行い平均した補正Ｎ値増分(ΔNf)と細粒分含有率との

関係を Fig.2 にプロットして示した。同図より非塑性

細粒土を含む砂における補正 N 値増分(ΔNf)と細粒分

含有率の関係は同図中の実線で示した 3 つの線形区間

で表すことが可能である。 

Fig.2より，非塑性細粒土を対象とした補正Ｎ値増分

(ΔNf)は Fc=5%でΔNf=5 の値を取り，Fc=5%～20％ま

ではほとんど変化が見られないことが分かる。      

一方で Fc=25％で再び上昇する傾向が見て取れる。

以上より，現行の基礎指針の補正N 値増分(ΔNf)と，

本試験結果から得られた液状化強度を基に非塑性細粒

土を対象とした補正 N 値増分(ΔNf)とでは異なる傾

向を示している。中でも基礎指針では，Fc=10%～20%

では，補正Ｎ値増分は増加しているが，本報で示した

補正Ｎ値増分は増加の傾向は見られない。この理由の

一つとして，基礎指針は主として自然堆積地盤を対象

としたＮ値の補正であるのに対して，本報では非塑性

細粒土のみを対象としていることが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． まとめ 

非塑性細粒土を含む砂に対する繰返し中空ねじりせ

ん断試験結果を基に，簡易な液状化判定に用いられる

細粒分含有率によるN値の補正方法として Fc=0%時の

補正 N 値を基準とし，Fc=5%～25%まで変化させた時

の補正 N 値との差分を補正 N 値増分として求めた。 

本報告は限られた試験結果に基づいているため，今

後さらなるデータの蓄積および検討が必要である。 
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Fig.2 Comparison of correlation factors for N-value 
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